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研究成果の概要（和文）：インターネット上の社会関係資本形成に現実世界の社会関係資本がもたらす影響について検
証をするため、独自のSNSに大学生を参加させた。SNS上でのみコミュニケーションを行う「合同ゼミ」を開催してログ
データを採取し、、アンケート調査やインタビュー調査と合わせた分析を行った。また、インセンティブの導入が参加
者のSNSでの積極性に与える影響について検証した。さらに、大学教育にSNSを導入する効果について、教育実践に基づ
く分析を行った。

研究成果の概要（英文）：Our reserach subject is to examine the effect of social capital in the offline wor
ld for the development of social capital in online communities. For this purpose, we gathered up the unive
rsity students to a SNS(Social Networking Survice). We conducted "online seminar", at which students could
 communicate only on SNS. Then we have analyzed the relationship between students' offline social capital 
and acitivity on SNS. We also examined the effectiveness of "point system" designed to encourage students'
 active involvement in SNS. Moreover we analyzed the effectiveness of introducing SNS to university educat
ion, based on our class activities.
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１．研究開始当初の背景 
 近年のソーシャルメディアの利用者増加
を受け、オンラインでの社会関係資本が注目
されている。一方で、地域社会や企業などで
SNS(ソーシャルネットワークサービス)など
のソーシャルメディアが導入される動きも
ある。 
地域の SNS においては、オンラインの社

会関係資本とオフラインのそれが相互発展
的に充実し、地域や組織が活性化する、とい
う現象が観察されている。SNS 内部での交
流が現実世界での活動参加を促進し、SNS 
の活性化と地域の活性化が相乗的に進むと
いう現象である。逆にこのサイクルが起こら
なければ、SNS は「立ち枯れ」を起こすこ
とになる。地域 SNS や組織内 SNS で起こ
りうる問題はそれだけではない。これらの
SNS ではもともと参加者の目的意識がある
程度そろっているため、参加者に過度の同質
性が生じてしまい、コミュニケーションが
「煮詰まった」状態をもたらす可能性もある。 
オンラインの社会関係資本とオフライン

の社会関係資本、どのような場合に双方が相
乗的に発展をすることができるか。特に地域
SNS や組織内 SNS などの潜在的に目的意
識が定まっているネットコミュニケーショ
ンの場で、「立ち枯れ」や「煮詰まった」状
態をもたらさず、相乗的な発展が可能になる
条件は何か。その探求は重要な課題であると
いえる。 
 
２．研究の目的 
 オンラインの社会関係資本の形成・発展に
おいてオフラインの社会関係資本がどのよ
うに影響を与えるか。これが本研究の主たる
目的である。それに加えて、SNS の「立ち枯
れ」「煮詰まり」を防ぐための活性化方策の
効果と、その際に社会関係資本がもたらす影
響について検証することも本研究の課題で
ある。本研究は、これらについて実証的な検
証を行うことを目指した。 
検証のために大学生や教員が参加してい

る SNS「トモ COM.JP」をフィールドとし
て、以下の課題についてデータを収集し、分
析を行うことを目指した。 
(1)ゼミでの課題の解決において、オフライン
のネットワークと SNS 上でのネットワー
クがどのように利用されているか。 

(2)オフラインのネットワークとオンライン
のネットワークについて、双方の活性度と
課題達成との間にはどのような関係があ
るか。 

(3)日記の書き込みやコメントなど、SNS へ
の参加を促進するためのインセンティブ
の導入などの取り組みが、SNS を活性化さ
せることができるか。 

 
３．研究の方法 
 SNS「トモ COM.JP」に、研究組織メンバー
とゼミ生が参加する。トモ COM.JP は連携研

究者の七條達弘をはじめとする大学研究者
が管理しており、追加プログラムの実装やロ
グデータの採取などが容易に行える。 
トモ COM.JP 上でさまざまなイベントを実

施し、その際の大学生間のやりとりをログデ
ータとして採取する。同時に大学生にたいし
てアンケートやインタビューによる調査を
実施し、個人のネット利用実態やオフライン
での社会関係資本の状況などについてのデ
ータをとる。双方を用いた分析により、トモ
COM.JP 上での活動とオフラインの社会関係
資本との関係を検証することを構想した。 
 イベントとしては、当初以下のものについ
て実施することを考えていた。 
(1)コミュニティ機能の利用促進、特に娯楽
的なコミュニケーションの促進 

(2)ブログの書き込みやコメント、コミュニ
ティへの参加に応じた「ポイント」の付与 

(3)オンラインでのコミュニケーションしか
できない状況でグループに課せられた課
題に取り組む「合同ゼミ」 

 
 これらのうち、(1)は個別的な活動として
は行われたが、組織的なイベントとしては実
施することができなかった。また(2)につい
ても研究期間内での実施ができなかった。た
だし過去に行ったポイント付与の実施につ
いて、その効果について検証する作業を行っ
た。(3)については、2012 年 5 月～7 月に研
究組織メンバーのゼミ生を対象とした合同
ゼミを行った。研究組織メンバーのゼミ生を、
原則として所属大学が異なるようにグルー
プ分けし、期間内に段階を踏んで課題を与え
た。グループ内でのメンバーのコミュニケー
ションは、トモ COM.JP 以外でしか行えない
こととした。最終的な成果については 7月に
発表会を実施し、そこでプレゼンテーション
を行わせた。 
 
４．研究成果 
 まず、オンラインの社会関係資本形成にも
たらすオフラインの社会資本の影響につい
ては、合同ゼミのログデータやアンケートデ
ータの分析を進めているところである。しか
し、研究期間中にまとまった形で成果を出す
ことができなかった。 
 ただし予備的な研究成果として、インター
ネットの匿名性がコミュニケーションにも
たらす影響についての分析(雑誌論文③)、ま
た学生の社会関係資本がゼミ活動での積極
性に与えている影響の検証(雑誌論文⑤)な
どについて成果を出すことができた。前者に
ついては、インターネットが当たり前になっ
ている環境にある現代の大学生において、ネ
ットへの親和性が高い方が匿名的なコミュ
ニケーションを苦手としていることが見い
だされた。また後者については、ネットワー
ク中心性がゼミ活動における努力水準に正
の効果を持つこと、一般的信頼は努力水準に
負の影響を与えることが示されている。 



 また SNSへのインセンティブ導入について、
本研究の中で実践することはできなかった
が、過去に実施したインセンティブ導入が
SNS での活動にもたらした影響についての検
証結果を成果とすることができた(雑誌論文
④)。 
 その他、トモ COM.JP 上での参加者たちの
関係性についてネットワーク分析を行い、ス
モールワールドの入れ子状態型のネットワ
ークが形成されていることを確認した(雑誌
論文①②③)。 
設定した研究課題にたいし研究期間内に

結論を出すことができなかったのは遺憾で
あるが、得られたデータを元に今後も研究を
進めていきたい。 
 また、当初の研究計画では課題としていな
かったが、SNS の大学教育への利用につい
ての研究も行った。研究組織メンバーが実
際に行っている SNS を利用した教育活動
について交流を行うとともに、SNS を利用
した場合としない場合の教育活動の違いや
SNS と LMS(学習管理システム)との比較
といった比較研究を進め、その成果を図書
の形で出すことができた(図書①)。SNS の
教育利用について、比較の視点を持った研
究は蓄積が乏しいのが現状である。その点
で、今回の成果は貴重な貢献になったと考
えられる。 
研究期間中にスマートフォンの普及、それ

を受けてのオンラインゲームやツイッター、
ラインなど新しいソーシャルメディアの急
速な普及といった事態が生じ、「SNS 離れ」と
いうべき動きが生じているという指摘もあ
る。オンラインで形成される社会関係資本に
おいても、質的な変化が生じている可能性が
ある。今後はそのような変化を織り込んだう
えで、これまでの研究成果を評価するととも
に、新たな分析をしていきたい。 
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